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米国 雇用の改善ペース鈍化を示唆？(3月2 6日までの週の失業保険申請等) 
発表日：0 5 年3 月3 1 日( 木)  

～イースターが昨年よりも２週間早く季節調整が困難になったことが主因～             (No .U I－199 ) 
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３月26日に終わった１週間の新規失業保険申請件数（季節調整済み）は、35.0万件と市

場予想である32.0万件の減少に反し、前週の32.1万件から2.0万件増加した。トレンドを示す

４週間移動平均でも、33.6万件と前週の32.5万件から増加していることから、新規失業保険申請件

数は昨年３月以降続いた34万件前後の水準に増加し始めた可能性がある。もっとも、原数値では

前週から減少し、昨年の水準を下回っている。先週には、例年よりも２週間早いイースターの祝日

があったため季節調整が難しかったことから、一時的に押し上げられた可能性が高い。足下では

昨年３月以降続いた34万件前後でのトレンドから水準が低下していると見込まれ、非農業部門雇

用者数は昨年11月から今年１月にかけての前月差＋100千人台半ばでの推移から、足下では同

＋200千人前後の拡大ペースにシフトしているとみられる。 

なお、明日の雇用統計では３月雇用統計調査週である３月12日に終わった１週間の新規

失業保険申請件数の実数・４週間移動平均が２月の雇用統計調査週の水準をともに上回っ

ていること、２月の非農業部門雇用者数の拡大ペースが天候の回復やレイオフからの職場

復帰といった一時的な要因によって押し上げられたことから、３月の非農業部門雇用者数

は２月の前月差＋262千人から同＋180千人程度へ鈍化が見込まれる。 

一方、３月19日に終わった週の失業保険受給者数は、260.8万人と依然として水準が高いもの

の緩やかな減少トレンドを辿っており、雇用環境の改善を示している。また、３月19日に終わった

週の失業保険受給者比率が2.1％と２月の2.1％と変わらずとなっており足元で失業率は２月の

5.4％から横ばい推移しているとみられる。 

  

先行きの雇用を取巻く環境をみると、労働生産性はプラス基調を維持しているものの、余剰生

産能力の縮小によって、鈍化傾向を辿る可能性が高い。このような状況のもと、雇用に先行する

景気が2003年４～６月期から2005年１～３月期まで平均して潜在成長率を上回るペースで拡大し

ていること、マンパワー社による新規雇用計画調査での４～６月期の雇用計画や経営者団体の景

況調査における雇用計画など、各種雇用関連調査は採用拡大を示唆していることから、企業の採

用意欲が強い状態にある。また、規模別でも多くの雇用を抱える中小企業の雇用計画（「増やす」

－「減らす」）が２月に16％と１月の15％から上昇している。これらの経済指標は、非農業部門雇用

者数が４～６月期にかけて前月差＋150～250千人程度で拡大することを示唆している。 

 

 

 

４週移動平均で

3 3 . 6 万件と再び水

準が切り上がった 

非農業部門雇用者

数が４～６月期に

かけて前月差＋1 5 0

～2 5 0 千人程度で

拡大する公算 
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新規失業保険申請件数の推移
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実数 ４週間移動平均

失業保険受給者数と受給者比率の推移

1

2

3

4

5

6

7

8

72 74 76 78 80 82 84 86 88 90 92 94 96 98 00 02 04

（％）

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

(千人）

受給者比率(左） 失業保険受給者数(右）
-500

-400

-300

-200

-100

0

100

200

300

400

500

600

88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05

200

240

280

320

360

400

440

480

520

560

雇用動向（千人） （千人）

失業保険申請件数（右、逆目盛）

非農業部門雇用者数
（前月差、左）

(出所)労働省

100

150

200

250

300

350

400

450

500

93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04

(90=100）

4 . 5

5 . 0

5 . 5

6 . 0

6 . 5

7 . 0

7 . 5

8 . 0

8 . 5

9 . 0

9 . 5

（％）

購入用ローン申請（左）
モーゲージ金利（30年、右、逆目盛）

モーゲージ金利と購入用ローン申請動向モーゲージ金利と借り換えの推移
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ＡＢＣ／ﾜｼﾝﾄﾝﾎ゚ｽﾄ週次消費者信頼感指数構成項目の推移
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ＡＢＣ／ワシントンポスト週次消費者信頼感指数構成項目の推移
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(注）○は減税によって押し上げられた時期


